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　『アジア経済』XLV‒6（2004. 6）

は じ め に

構造調整プログラムは，途上国の社会サービ

ス支出に負の影響を及ぼすと評価されてきた（注

１）。構造調整実施国では，多くの場合コンディ

ショナリティーとして財政赤字の削減が課され，

必然的に歳入の増加とともに歳出の削減を余儀

なくされるためである。支出削減を指摘した多

くの研究のなかでも，IMF や世界銀行の構造

調整プログラムの「修正」に直接的な影響を最

初に与えたのは，ユニセフの「人間の顔をした

調整」（Adjustment with a Human Face）［Cornia, 

Jolly and Stewart 1987］であろう。同書は，構

造調整は必要であるとしながら「どのように」

調整するかに改善の余地があるとして，弱者

（Vulnerable Groups）の保護や経済成長を促す

ためのマクロ政策と各部門別政策の中間に位置

づけられるメソ政策の導入などを提案した。メ

ソ政策とは，所得と資源分配の決定を補助する

政策のことであり，政府支出もそのひとつに含

まれる。政府支出，なかでも社会サービス支出

は，教育や保健などの基本的権利の享受につな

がるだけでなく，人的資本への投資と捉えられ，

長期的に経済成長や貧困削減に重要な役割を果

たすと考えられてきた。

一方，構造調整プログラムの融資機関である

世界銀行や IMF は，インフラ投資や生産活動

目的の支出に比べると，社会サービス支出は低

下率の低い非弾力的な支出，あるいは支出の低

下は非調整国にも見られる，などの主張を繰り

返してきた（注２）。だが，「人間の顔をした調整」

をはじめとする一連の批判に対し，まず世界銀

行が構造調整の一時的な社会的「コスト」を緩

和する必要性を認識し始めた（注３）。1987年から

構造調整融資に「社会基金」（Social Fund），

「 社 会 行 動 プ ロ グ ラ ム 」（Social Action Pro-

grams），「構造調整の社会的側面プログラム」

（Social Aspects of Adjustment Program）などの

社会サービス融資を組み込み始め，さらに90年

代以降は，ほとんどの構造調整プログラムにソ

ーシャル・セーフティー・ネットや社会サービ

ス支出の維持・増大のためのプログラムが付随

し，初等教育と基礎保健を中心とする社会サー

ビス部門への融資の増加が顕著である（注４）。

一方，IMF はマクロ経済の安定に重点を置き，

構造調整プログラムの「社会的コスト」には無

関心だった。若干の変化が見られるようになる

のは，1994年に第二次拡大構造調整ファシリテ
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ィー（ESAF2）が開始されてからである。

ESAF2融資の際に作成される「政策枠組み文

書」（Policy Framework Paper）や「経済政策覚

え書き」（Memoranda of Economic Policies）で，

教育や保健の支出目標が設定されるケースが出

始め，実際の融資にあたって教育や保健支出な

どの社会政策のコンディショナリティーが一部

の国に課された。次いで1996年に IMF は，世

界銀行とともに債務救済のための重債務国

（Heavily Indebted Poor Countries: HIPC）イニシ

アティブを打ち出し，99年には，HIPC 対象国

に債務削減の条件として貧困削減に焦点を当て

た経済社会開発計画である「貧困削減戦略ペー

パ ー」（Poverty Reduction Strategy Paper: 

PRSP）の作成を義務づけた。PRSP では，マク

ロ経済の調整，構造改革だけでなく，貧困削減

戦略に焦点を当てたセクターごとの開発戦略が

策定され，そのなかに教育や保健といった社会

サービスも含まれるようになった。この背景に

は，世界銀行などで長期的な開発政策形成のた

めのアプローチとして経済だけでなく社会，構

造，人間，ガバナンス，環境を含む「包括的開

発フレームワーク」（Comprehensive Develop-

ment Framework: CDF）が導入され，PRSP は

それを具体化させる計画として位置づけられた

こ と が あ る（注５）。 近 年，PRSP の 作 成 は，

ESAF に続く貧困削減成長ファシリティー

（Poverty Reduction Growth Facility）や世界銀

行グループの国際開発協会（IDA）の融資の際

に各国にも課されるようになった。

このように世界銀行のみならず IMF も，社

会政策に関するコンディショナリティーや貧困

削減に重点を置いたプログラムを導入し，それ

らが社会サービス支出の改善に有効であること

を強調している（注６）。すなわち，構造調整の社

会的コストはあくまでも途上国内部の問題であ

るとみなし，マクロ経済の問題に重点を置いて

社会政策を完全に無視していた時代とは異なる

動きが出ているのである（注７）。したがって，近

年，構造調整実施国では社会サービス支出の増

加が期待され，1991年に IMF ・ 世界銀行主導

で構造調整政策を開始したインドでも，当然支

出の増加が見込まれよう。

だが，インドでは構造調整プログラムおよび

その終了後も歴代政権により継続されている経

済改革（以下，1991年以降の構造調整 / 経済改革

を経済改革とする）において，多くの研究では，

中央政府や各州政府の社会サービス支出は低下

したと評価されてきた。経済改革開始以降，蔵

相の予算演説や毎年度末に発行される『経済白

書』で財政赤字の目標値が掲げられ，大幅な歳

出削減を迫られてきたためである。なかでも重

点的な歳出削減の対象となった食糧や化学肥料

への補助金は，選挙で重要な争点となる物価に

密接に関係し，また富農を中心に選挙で重要と

なる層への影響が大きいことから，1990年代中

盤には下げ止まり一定のレベルを保っている

［近藤 2000］。対照的に，教育や保健などの社会

サービスは，一般的に選挙の争点にはならず，

政治的圧力も少ない（注８）。そもそも社会政策に

おいて，政府は経済・社会的な不平等の歪みを

是正することが期待されたにもかかわらず，最

も消極的な役割── Drèze and Sen（1995）が

インドの初等教育を端的に示した言葉を借りれ

ば，政府の「驚くべき無関心さ」──しか果た

してこなかった。そのため，社会サービス支出

の削減は容易だったのである。

Drèze and Sen （1995）は，東アジア諸国は
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経済成長を開始する時点で，今日のインドより

も広く基礎教育や保健が普及していた事実を引

き合いに出しながら，インド政府の社会政策に

おける本来果たすべき役割の回復が，経済改革

の成否をも左右しかねない重要な問題であると

指摘している。教育や保健の普及は，むろん単

に政府支出によって決定するのではなく，政策

や末端の行政サービス，あるいは民間部門の状

況なども考慮しなければならない。だが，イン

ドの場合，政府支出の低さこそが，社会指標の

低さの重要な要因のひとつとされてきた。

そこで本稿は，社会サービス支出の中心を担

う州政府の支出に焦点を当て，それらが経済改

革下でどのような影響を受けたかを実証的に検

証することを目的とする。特に，経済改革以前

から政府の社会サービスに対する優先度は低く，

予算削減の際に最も負の影響を受けやすい支出

であったにもかかわらず，既存の研究において

支出の低下は，経済改革に端を発したものなの

か，むしろそれ以前からの政府の社会サービス

軽視の傾向を継続しているにすぎないのかは，

十分に議論されてこなかった。さらに，経済改

革開始後に支出が低下，あるいは近年明らかに

されつつある1990年代後半での中央政府支出の

増加とのいずれの評価でも，その支出増減の理

由はほとんど考察されていない。本稿では，こ

れらの点についての議論を深めることに重点を

置く。

本稿の構成は，以下の通りである。第Ⅰ節で

経済改革の社会サービス支出への影響に関する

先行研究を整理する。続いて第Ⅱ節で州政府の

財政を概観した後，経済改革の主要15州の社会

サービス支出への影響を検討し，経済改革が支

出の転換点となったか，また支出増減の要因は

何かを考察する（注９）。

Ⅰ　先行研究

独立以来，インド政府は経済政策で過剰なま

での規制を敷いたのとは対照的に，社会政策を

軽視し，政府の活動は底知れず低い標準にしか

達していなかった［Drèze and Sen 1995］。Basu 

（1995）は，教育や保健など社会サービスの低

予算は，これらの分野のプライオリティーの低

さを反映していると指摘する。なかでも教育支

出を例に挙げて，予算当局は，潅漑プロジェク

トを未完成のままにしておくよりも，初等教育

普及プログラムの先送りを選ぶために，各年度

予算確定の際に教育支出から他のプログラムに

資金移転が行われていることを明らかにしてい

る。また，Panchamukhi （2000）は，1970年代

中盤から80年代中盤までの財政赤字と教育や保

健支出の正の相関係数が比較的低いことから，

中央政府や州政府では総歳出が増加しても社会

サービス支出がわずかしか増加しないことを示

唆する一方で，経済改革開始以降は財政赤字削

減を迫られるなかで社会サービス支出も削減の

傾向にあることを指摘した。

こうした状況は，財政移転を通じて中央政府

の影響を受ける州政府においては，さらに深刻

である。Panchamukhi （2000）は，中央政府と

各州政府の教育および保健支出の相関係数が15

州のうち10州で0.5以上に達していることから，

中央政府支出が低下した場合，州政府支出は財

政移転などを通じてその影響を強く受けること

を実証している。さらに佐藤（1988）は1972年

から84年までの財政移転の分析から，各州政府

が社会サービス支出を抑制せざるをえない制度
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的な要因を次のように説明している。中央政府

の対州財政政策は各州の歳出構造から見ると，

社会サービス支出の上昇には制限的な反面，１

人当たり州内総生産（State Domestic Product: 

SDP）の高い州向けのインフラ投資を補助する

方向にある。したがって一般に各州政府は経常

収支を赤字にしてまで社会サービス支出を引き

上げたりしない。こうした財政制度の下では，

１人当たり SDP の低い州が社会サービス支出

を引き上げることが難しいだけでなく，１人当

たり SDP はそれほど高くないが，政策的に高

い社会サービス支出を維持している州では経常

収支赤字に直面し，当座借り越し（overdraft）

を 引 き 起 こ す こ と に な る。Ravallion and 

Subbarao （1992）は，伝統的に中央政府と対立

する州政権を輩出してきたケララ州，西ベンガ

ル州，タミル・ナードゥ州，アーンドラ・プラ

デーシュ州で社会サービス支出が高いと指摘す

る。これらの州は，州政策の特徴を明確にする

ために中央政府の政策と対立してでも社会サー

ビス支出を高くすることが政治的に求められ，

またそれが財政的に可能なほど財政規律を維持

しているか社会サービス以外の支出を削ってい

る州と考えられる。だが，1980年代後半以降の

これらの州での経常赤字拡大，また90年代後半

以降の多くの州政権の多党化による中央政府と

の関係の変化は分析されていない。

このように1991年の経済改革開始以前から，

社会サービス支出は中央政府では歳出削減を迫

られると第一に削減される「予算削減の際に著

しく脆弱な支出」［Harris-White 1999, 303］であ

り，さらに州レベルでも中央政府の支出低下の

影響を受けることが一般的で，また財政制度上

も社会サービス支出の上昇は困難とされてきた。

したがって，財政赤字削減のために歳出抑制を

迫られる経済改革下でもマイナスの影響を受け

たとする研究が出されている（注10）。これらは，

過去の支出トレンドに基づき経済改革開始後の

支出予測値と実際の支出の差を推計した Jalan 

and Subbarao （1995）， 1991年の UNDP『人間

開発報告』で提唱された指標を使って分析した

Prabhu （1996）（注11），その他，対総歳出比，対

GDP 比，実質１人当たり支出の推移を分析し

た Gupta and Sarkar （1994），Prabhu （1994），

Basu （2000），Prabhu （2001） など，分析手法や

対象州の相違はあれ，経済改革開始後の各州政

府の支出低下の傾向を示し，警鐘を鳴らしてい

る。ただし，伝統的に社会サービスに力を注い

できたケララ州などは，政治的コミットメント

が高いために，例外的に支出を維持していると

指摘される［Prabhu  1994; Prabhu  1996; Basu 

2000］。しかし，いずれの研究でも支出増減の

理由については十分に分析されておらず，分析

対象期間も経済改革開始後の数年にとどまって

いる。

一方，Prabhu and Sarker（2001）は，1974/ 

75年から95/96年までの主要15州の実質１人当

たり経常会計社会サービス支出の分析を行い，

各州の社会サービス支出低下は経済改革以前か

らのトレンドであると評価している。この研究

は経済改革以前の分析期間を20年近くとってい

るところ，また経済改革以前から支出低下の傾

向が見られる点を指摘しているところに他の研

究との違いが見られるものの，経済改革の短期

的な影響を推察するにとどまっている。

以上のような1990年代前半までを対象とした

研究に加えて，近年90年代全体を対象とし，州

政府の支出低下とは対照的に中央政府の支出増
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加 を 指 摘 す る Shariff, Ghosh and Mondal 

（2002）， Dev and Mooij （2002）などの研究が出

始めた。だが，これらの中央・州政府支出の分

析でも，支出増減の理由についてはほとんど分

析されておらず，世界銀行による社会サービス

分野への融資の効果についても明らかにされて

いない（注12）。また，経済改革が支出増減の転換

点となったか，という点には無関心である。

以上のように，1990年代中盤あるいは後半ま

でのいずれの期間を対象にした研究でも社会政

策を重視する州を除いてほとんどの州では支出

が低下したと指摘されており，そのうち経済改

革後に低下したとする評価と，支出はむしろ経

済改革以前から低下していたとする評価に分か

れる。したがって，できるだけ長期の支出推移

から，経済改革が支出の分岐点になったか，ま

た支出増減の理由は何かを分析する必要があろ

う。

Ⅱ　インド各州政府の社会サービス支出

現行のインド憲法では，教育や家族計画は中

央政府と州政府の共同管轄事項（Concurrent 

List），公衆衛生や医療，水供給，衛生は州政

府の管轄事項（State List）と規定されている。

歳出分担は，この区分とは多少の相違が見られ，

教育や保健は州政府が主な歳出源となっている。

しかし，各州政府の社会サービス支出は，次に

述べるような財政移転により中央政府の影響を

受ける。第１に，憲法で規定される「財政委員

会」の５年ごとの勧告に基づく中央政府税収の

分 与 や（注13）州 政 府 の 経 常 赤 字（Non-Plan 

Revenue Defi cit）に対する補填（Grant-in-Aid）

を含む法定的な移転（Statutory Transfer）であ

る。そのほかこの勧告では，州政府行政の改善

を目的としたグラント（Upgradation Grants）

や各州の特別な問題に対するグラント（Special 

Problem Grants）に，社会サービスが含まれる

ことがある（注14）。第２に，国家計画委員会を通

じて５カ年計画事業を実施するための計画支出

が規則的に移転される（Regulatory Transfer）

（注15）。第３に，中央省庁による裁量的な移転

（Discretionary Transfer）である。第２の財政移

転が一般財源で貸付中心なのに対し，第３の裁

量的な移転は，中央政府の管轄事項でありなが

ら各州で実施される中央部門事業（Central 

Sector Schemes）や中央政府が州の管轄事項に

対して財政補助を行う中央補助事業（Centrally 

Sponsored Schemes）など，用途が指定されて

いるが，補助金部分が大きい財政移転である。

近年，特に貧困対策，家族計画，教育，カース

ト問題対策，農村雇用対策に優先的に資金配分

されている［金子 1994］ため，社会サービス支

出では殊に重要になっている（注16）。

中央政府の教育や保健などの支出は州政府支

出分を合わせた全支出において10％程度しか占

めない（注17）。だが，５カ年計画事業を実施する

ための「計画支出」だけを見ると中央政府の支

出割合は平均30％台に達し，とくに近年は40％

を超すなど増加傾向にある（注18）。ここから，中

央政府は政策策定や事業計画において戦略的な

役割を果たす一方で，各州政府は計画事業を支

えるための人件費や事業および施設維持費にあ

たる「非計画支出」が中心にならざるをえない

制約の大きい状況が見て取れる。

さて，先行研究で1990年代後半に中央政府支

出の増加が指摘されていることはすでに述べた

が，その要因はこれまで十分に分析されてこな
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かった（注19）。そこで，まずその要因を整理して

おこう。第１に，社会サービスへの対外援助

（External Aid）の増加を挙げることができる。

経済改革開始直前（1990/91年）の社会サービス

への援助は，援助全体のわずか4.4％を占める

に過ぎなかったが，後半に向かうにつれてその

シェアは大幅増となっている（表１）。特に，

対インド援助の約半分を占める世界銀行グルー

プの同分野への融資の増加が著しい（注20）。もと

もと1991年以前から世界銀行グループはインド

の社会サービス融資に関心を示していたとされ

るが，肝心のインド政府の反応が鈍く，同グル

ープの1971年から90年までの対インド・プロジ

ェクト融資に占める社会サービスの割合は，

3.5％に過ぎなかった ［Guhan 1995］（注21）。とこ

ろが，1991年の世界銀行による構造調整融資供

与 の 際 の 経 済 覚 書（Country Economic 

Memorandum）で，構造調整の「コスト」を和

らげるためのパッケージとして初等教育，保健，

栄養，農村給水などの社会サービスの維持と拡

大が含まれた［World Bank 1991］。その結果，

構造調整融資（SAL）の開始とともに，未曾有

な規模での初等教育や公衆衛生などの社会サー

ビス融資が始まり，1992年12月に SAL が終了

しても社会サービス融資はむしろ拡大し続けた。

こうした世界銀行の融資の影響もあって，

1999/2000年の全援助に占める社会サービスの

割合は25.9％にまで達している（注22）。2000/01年

の中央政府予算では，初等教育計画支出の約30

％が対外援助によりファイナンスされた［Tilak 

2000］。また，1999/ 2000年の中央政府保健予

算のうち，世界銀行の融資だけで21.1％を占め

る（注23）。

支出増加の第２の要因としては，1990年代後

半の公務員給与引き上げが挙げられる。第５次

公務員給与委員会（Central Pay Commission）

勧告により，諸手当を含む公務員給与の引き上

げが行われた結果，1997/98年の公務員給与＋

年金支出の対前年度比の伸び率は33.9％（前年

の同値は15.2％）となった［Ministry of Finance 

1999］（注24）。社会サービス支出にもこの影響は

見られ，1997/98年以降，施設維持費や人件費

にあたる「非計画支出」（名目額）の伸びも計

画支出のそれを上回る。とはいえ，中央政府

（および関係機関）では公務員数が州政府ほど多

くないため，比較的支出の伸びも緩やかなもの

にとどまっており，中央政府の社会サービス支

出の伸びは，主に対外援助の増大によるものと

言えよう。

それでは，社会サービス支出の84～86％を担

表１　セクター別対外援助額（実行ベース，1,000万ルピー）

社会サービス

世界銀行（IDA＋IBRD）
の社会サービス融資

 90/91

260.21
（4.25）

154.94
（59.54）

 91/92

436.16
（4.36）

229.24
（52.56）

 92/93

491.01
（4.99）

366.78
（74.70）

 93/94

593.75
（5.87）

441.93
（74.43）

 94/95

968.11
（10.16）

791.37
（81.74）

  95/96

1,112.79
（12.78）

　803.05
（72.17）

  96/97

1,482.02
（14.74）

1,195.15
（80.64）

  97/98

1,638.24
（19.28）

1,280.4
（78.16）

  98/99

2,502.72
（25.22）

1,803.58
（72.06）

  99/00

2,849.58
（25.92）

2,063.52
（72.41）

（出所）社会サービスはMinistry of Finance（2000b），世界銀行グループの社会サービスはMinistry of Finance
　　　 から入手した資料より筆者作成。

（注）社会サービスのかっこ内は援助額全体における割合（％），世界銀行の社会サービスのかっこ内は社会サー
　　 ビス援助全体に占める世界銀行のシェア（％）を示す。
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う［Gupta and Sarkar 1994］各州政府も，対外

援助増加の恩恵を等しく受けたのだろうか。

Drèze and Sen（1996）は，各州の社会サービ

スへの取り組みの違いを，次のように対照的な

２つの州を描き出すことで説明している。ケラ

ラ州は１人当たり SDP が全国平均を下回りな

がら，州政府が社会政策に重点を置いたために

インドのなかでは例外的に高い社会指標を達成

した例として挙げられる州である。一方，ウッ

タル ・ プラデーシュ（UP）州は１人当たり

SDP が最も低い州のひとつであり，社会サー

ビス支出や社会指標も低い。この研究からも明

らかなように，各州政府は経済改革開始以前か

ら社会サービスに対する政治的コミットメント，

過去の社会サービス支出のトレンドやレベル，

社会指標の達成状況などが異なる。先行研究で

はケララ州など一部の州を除いて，支出は低下

したと結論されているが，それは経済改革の影

響によるものだろうか。さらに，政治では中

央・州政府を国民会議派に握られる一党優位体

制から中央政府に国民会議派，州政府には非会

議派が政権を掌握する時代を経て，1990年代後

半に入って中央政府を非会議派，州政府を複数

の政党が掌握する政権の多党化が進んでいる。

したがって，支出の高い州は中央政府と対立す

る州政権を持ち，社会サービスへの支出が政治

的に求められる州あるいは政治的コミットメン

トの高い州と説明できるだろうか。

本稿では主要15州を分析の対象とする。特徴

のある州以外は，各州への財政移転の基準のひ

とつである１人当たり純 SDP が1980年代と90

年代を通じて最上位の４州であるグジャラート，

ハリヤーナー，マハーラーシュトラ，パンジャ

ーブを高所得州とし，１人当たり純 SDP が最

下位に位置するビハール，マディヤ・プラデー

シュ（MP），オリッサ，ラージャスターン，ウ

ッタル・プラデーシュ（UP） ，の５州を低所得

州とする（注25）。このうちオリッサ州を除く４州

は，北インド ・ ヒンディー語圏に位置し，

BIMARU（ヒンディー語で病気の意）と表現さ

れる低所得かつ社会指標も低い開発後進地域で

ある。アッサム州も１人当たり純 SDP を基準

にすると低所得州に含むべきであろうが，中央

政府からの財政移転で優遇を受ける特別カテゴ

リー州のため，本稿では低所得州とはしない（注

26）。

１．州政府財政

1991年の経済改革開始後，主に中央政府の財

政赤字に注目が集まってきたが，州政府の財政

赤字削減も進んでいない。全州政府合計のグロ

ス財政赤字（総歳出－（経常会計歳入＋貸付金返

済収入＋借入以外の資本会計歳入））は1983/84年

からほぼ対 GDP 比３％前後で推移している（注

27）。また州別でも，低所得州を中心に全州政府

を上回る深刻な財政赤字の悪化が見られる（注28）。

これらの州では，一般に債務利払いも増加して

おり，その経常会計収入に占める割合（1995/96

～98/99年平均）は，ビハール州23.4％，オリッ

サ州27.6％，ラージャスターン州23.1％，UP 州

27.3％と，本稿で分析する15州の平均20.3％を

軒並み超えている［Finance Commission 2001, 

184］。

さらに，全州政府合計の財政赤字は，1990年

代後半に悪化し，対 GDP 比４％台に達した。

この原因としては，まず1997/98年の中央政府

公務員給与の引き上げに続き，各州政府でも給

与や年金の引き上げが実施されたことが挙げら

れる（注29）。事実，グロス ・ プライマリー赤字
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（グロス財政赤字－債務利払い）および経常赤字

も同様に悪化しており，州政府全体では債務利

払いよりもむしろ給与や年金が大きな負担にな

っていると考えられる。そのほか歳出面では，

市場メカニズムだけでは社会的に必要と見られ

る量を十分に供給できない可能性があるために，

政府が個人に強制的に消費させようとする初等

教育や公衆衛生などの「価値財」への補助金が

一般教育や医療など「非価値財」の半分以下に

抑制されている［Srinivastava and Sen 1997］（注

30）。しかし，補助金が重点的に配分されている

「非価値財」に分類される分野ではコスト回収

率が低く，そのうえ税収の停滞，財政赤字に悩

む中央政府からの財政移転の低下で歳入が伸び

悩んでいることも指摘できよう。

さて，社会サービス支出の主要財源である経

常会計の1980年代と90年代の歳出の伸び率を比

べると，ほとんどの州で90年代の方が低下して

いる。1980年代，州政府は資本会計収支を黒字

にすることで，経常会計赤字を埋め合わせてい

た［金子 1993］。しかし，それも1980年代後半

以降の経常会計赤字の悪化で，90年代には経常

会計の歳出も抑制せざるをえない状況になって

いると言えよう。

さらに，経済サービスと社会サービスからな

る開発支出と，債務利払い，一般行政サービス，

年金などを含む非開発支出を比べると，全州政

府の総歳出に占める開発支出の割合は1987/88

年の63.78％をピークに漸減している。同様に，

各州政府でも非開発支出の拡大が，社会サービ

スを含む開発支出をクラウディング・アウトし

ている傾向が見られる。開発支出のうち，社会

サービス支出の削減は，公立校や公立病院など

政府のサービスに依存せざるをえない貧困層に

大きな影響力を持つ。1993年の全インド教育調

査（All India Educational Survey）では全国の１

～５年生のうち80.8％ ［NCERT 1998, 1S135］，

94年の National Council for Applied Economic 

Research（NCAER）のサーベイでは６～14歳

の就学児童のうち68.0％が公立校に通っていた

［Shariff 1999］。政府から財政支援を受けている

私立校を含めると，それぞれの調査で90％を超

えている。保健については，民間病院の利用率

が高いものの，貧困層ほど公立病院への依存度

が高い。1993年のNCAERのサーベイによれば，

入院治療の場合，所得５分位階層別で見ると第

５分位（所得の最も高い層20％）は45.2％しか公

立病院を利用しないのに対し，第１分位（所得

の最も低い層20％）では71.5％に達する［Garg 

1998］。

中央政府は貧困層の保護，あるいは教育や保

健などの「人間開発」を最優先にすることは，

経済改革の実施とは矛盾しないと蔵相の予算演

説などで繰り返し強調してきた（注31）。だが，各

州政府でも同様の配慮はされたのだろうか。以

下に経済改革の社会サービス支出への影響を検

討する。

２．州政府の社会サービス支出

まず，1980/81～99/00年までの15州の社会サ

ービス，教育，保健の対総歳出比，対 SDP 比，

実質１人当たり支出を検討しよう。財政統計は

す べ て，Reserve Bank of India 発 行 の RBI 

Bulletin 別冊 Finances of State Governments

（1997/98年以降の数値は同書の名称変更で State 

Finances: A Study of State Budgets），純州内総

生 産（SDP） は Reserve Bank of India の

Handbook of Statistics on Indian Economy 

（2001年版），各州の SDP デフレータも同書か
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ら 算 出 し， 年 央 人 口 は Central Statistical 

Organisation の Statistical Abstract India 各

年版より取得した（注32）。州政府の社会サービス

とは，Reserve Bank of India の州財政統計の

定義に従い，⑴教育（スポーツ，芸術，文化など

を含む），⑵保健 ・ 公衆衛生，⑶家族福祉，⑷

水道・衛生，⑸住宅，⑹都市開発，⑺指定カー

スト・指定部族・その他の後進階級への福祉，

⑻労働・労働福祉，⑼社会保障，⑽栄養，⑾自

然災害による被害の救済，⑿その他，の12項目

である。本稿で分析する「保健」支出は，州財

政統計の項目が分析対象とする20年間に２度変

わったため，⑵保健・公衆衛生，⑶家族福祉，

⑷水道・衛生を含むこととする。また，社会サ

ービスの主要財源は経常会計であり，先行研究

でも経常支出のみを分析した研究が見られる（注

33）。だが，後述するように，筆者の推計では経

常支出の低下を資本支出（Capital Outlay）で補

った州もあることから，本稿では総支出（経常

＋資本支出）をもとに算出する（注34）。なお，中

央省庁から州政府への裁量的財政移転である中

央補助事業などは，中央政府の支出だけでなく

各州の支出としても計上されるため，中央政府

と州政府の支出をそれぞれ加算すると，中央と

州の総支出（Combined Expenditure）を大幅に

上回ることに留意する必要がある。本節では，

中央政府による支出から州への財政移転分，つ

まり二重に計上される支出を州政府支出から省

く作業を行っていない。

まず，対総歳出比の社会サービス支出を見て

みよう。全州合計は30％前後で安定的に推移し

たが，州別に見ると最高値の州と最低値の州の

格差は1980/81年の22.88％ポイントから，

99/2000年には14.19％ポイントにまで縮小した。

これは主に伝統的に中央政府と対立する州政権

を輩出し，高い社会サービス支出を維持してき

たと評価される州のうちアーンドラ・プラデー

シュ（AP），ケララ，西ベンガル州の支出が漸

減したことによる（図１）。また，1980年代に

30％前後で推移していた低所得州の多くが，90

図１　各州政府の社会サービス支出（対総歳出比）の推移

％

（出所）Reserve Bank of India, Finances of State Governments, various yearsより筆者作成。
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年代後半に入って30％台中盤から後半にまで上

昇して，他州に追いつきつつあることも指摘で

きよう。

対 SDP 比の社会サービス支出も，全州合計

では４％後半から５％台で安定的に推移した

（図２）。高所得州の支出は対総歳出と同様に低

位で推移する一方で，ケララ州の支出は，近年

低所得州の支出レベルまで低下している。その

結果，最高値と最低値の州の差は1980/81年に

は5.59％ポイントで，98/99年でも5.20％ポイン

トと若干の縮小にとどまったものの，最低値の

州は20年間を通じて高所得州のいずれかで変化

がなかったのに対し，最高値の州は90/91年ま

でのケララ州（87/88年のラージャスターン州を

除く）から，91/92年以降は低所得州のいずれ

かに変わった。

教育支出や保健支出も，社会サービス支出の

推移と類似の傾向を示している。すなわち，低

所得州の支出が1980年代に漸増し，90年代に他

州に追いつきつつある。対照的にケララ州の支

出は，同州のほかの支出と同様に1980年代まで

高いものの，90年代後半に向かって低下した結

果，低所得州にも追い越された。一方，高所得

州は相対的に低位で推移しており，特に1990年

代の後半になるにつれて高所得州の対 SDP 比

教育支出の低下が明らかとなっている（注35）。

さらに多くの州に共通する教育支出の特徴は，

1980年代後半から90年代前半に社会サービス支

出が停滞あるいは低下したが，教育支出は一時

低下の後，増加あるいは低下に歯止めがかかっ

ていることである（図３）。各州政府は社会サ

ービス支出全体が低下するなかで，通常社会サ

ービスに占める割合が50％を超える最も優先度

の高い教育支出の削減だけは回避したと考えら

れよう。

そのために犠牲となったのは，保健支出をは

じめとするその他の社会サービス支出である。

全州政府合計の保健支出（対 SDP 比）は，教育

図２　各州政府の社会サービス支出（対SDP比）の推移

％

（出所）Reserve Bank of India, Finances of State Governments, various yearsおよび
　　　　RBI（2001）より筆者作成。
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支出よりも早い1980年代中盤をピークに漸減し

た（図３）。その後もピーク時のレベルにまで

回復していない。また，州別でもケララ州の保

健支出は，最重点分野とされた教育支出とは異

なり，1980年代当初から他州との差が比較的小

さく，社会サービスや教育支出よりも早い80年

代の段階で低所得州との差がなくなり，やがて

追い越されている。

最後に，実質１人当たり支出（1980/81年価

格）を見てみよう。ここで特筆すべきは，対総

歳出比や対 SDP 比支出で低迷している高所得

州の実質１人当たり支出が，その歳出レベルや

SDP の高さゆえに，ケララ州とほとんど変わ

らないことであろう（図４では４州平均値を示し

た）。さらに，対総歳出比や対 SDP 比の支出を

検討するなかで1990年代に低所得州の増加傾向

が明らかになったが，実質１人当たり支出でも

90年代後半にラージャスターン州がケララ州に

追いついている。ここからも，ケララ州の支出

は人口増加率が低いにもかかわらず，他州を大

きく上回るものでないことが明白である。ただ

し，低所得州のなかではラージャスターン州は

むしろ例外で，ほかの低所得州，特にビハール

州や UP 州では，総歳出や SDP が低く，人口

増加率も高いことからケララ州を含めた他州と

の歴然とした差が存在し，さらにその差に明ら

かな縮小傾向は見られない。

以上の分析から２点を指摘しておこう。ひと

つは，社会サービス支出の高い州の変化である。

ケララ州をはじめ伝統的に社会政策に力を注い

できた州の支出は，漸減傾向が見られる。一方

で低所得州の支出に増加が見られ，一部の州は

ケララ州の支出をも上回るようになった。この

ような各州の社会サービス支出に変化をもたら

した，換言すれば各州の社会サービス支出を決

定する要因としては，歳入が大きく影響するよ

うになったことが考えられる。各州の歳入と社

会サービス支出（いずれも対 SDP 比）をそれぞ

れ昇順に並べてスピアマンの順位相関を求める

と，1980年代中盤以降，経常会計歳入と社会サ

図３　各州政府の教育・保健支出（対SDP比）の推移

％

（出所）図２に同じ。
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ービス支出の相関係数が安定して高い（表２）。

なかでも，中央政府からのグラントと税収との

順位相関が高くなっている。すなわち，経常会

計の財源が豊かな州であるほど社会サービス支

出が高い傾向が明らかになっていると言えよう

（注36）。逆に言えば，既存の研究で指摘される中

央と各州との政治的関係は，さらに詳細な分析

が必要なものの，州政権の社会サービス支出へ

の配分を規定する要因としては弱まりつつある

と考えられる。

２つめは，経済改革の支出への影響である。

いくつかの州では支出が一時的あるいは長期的

に低下しているが，必ずしも経済改革開始年が

その分岐点となっていない。この点については，

さらに詳細な検証が必要であろう。

３．州政府の社会サービス支出の再評価

第 I 節の先行研究のレビューで指摘したよう

に，経済改革開始前後数年間の州政府の社会サ

ービス支出を分析した多くの研究は，経済改革

開始後の支出の低下を指摘している。一方，

1970年代中盤から90年代中盤までを分析した

Prabhu and Sarker （2001）は，支出低下のト

レンドは経済改革以前から見られると実証して

いる。彼らは，1974/75年から95/96年までの主

要15州の実質１人当たり社会サービス支出（経

常会計）にどのようなトレンドが見られるかを

下記の式で推計した。

LnYt＝α＋βt＋γ（t－t*）Dt＋ut  （1）

ここにおいて

Yt＝ t 年における実質１人当たり支出

　　（1980/81年価格）

t* ＝支出トレンドに転換が見られた会計年度

Dt＝係数ダミー（t* 年以降を１，それ以前を

　　　０）

ut ＝誤差項

推計式は実質１人当たり支出のトレンド転換

の見られた会計年度を導き出すことを目的とし

ている。βは実質１人当たり支出の伸び率，γ

は統計的に有意であれば，トレンド転換の見ら

れた t* 年以降の支出伸び率を示し，この符号

図４　各州政府の実質１人当たり社会サービス支出（1980/81年価格）の推移

Rs.

（出所）RBI, Finances of State Goverments, various years, RBI（2001），Central Statistical
　　　 Organisation, Statistical Abstract India, various yearsより筆者作成。
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表２　各州政府の社会サービス支出と歳入との順位相関

（出所）筆者作成
（注）（1）括弧内はP値。*は５%で有意。
　　（2）N=15。ただし，1996/97年の総歳入のみビハール州財政統計の落丁によりN=14。

会計年度

1980/81

1981/82

1982/83

1983/84

1984/85

1985/86

1986/87

1987/88

1988/89

1989/90

1990/91

1991/92

1992/93

1993/94

1994/95

1995/96

1996/97

1997/98

1998/99

税　収

0.24
（0.3977）

0.40
（0.1435）

0.28
（0.3212）

0.33
（0.2318）

0.38
（0.1598）

0.64*
（0.0109）

0.57*
（0.0272）

0.46
（0.0813）

0.19
（0.4910）

0.66*
（0.0078）

0.68*
（0.0051）

0.55*
（0.0337）

0.62*
（0.0134）

0.64*
（0.0097）

0.52
（0.0480）

0.64*
（0.0103）

0.73*
（0.0021）

0.60*
（0.0172）

0.62*
（0.0141）

非税収

0.43
（0.1143）

0.43
（0.1110）

0.18
（0.5327）
－0.03
（0.9244）

0.22
（0.4354）

0.40
（0.1396）

0.30
（0.2773）

0.53*
（0.0412）

0.39
（0.1515）

0.38
（0.1641）

0.41
（0.1320）

0.33
（0.2265）

0.68*
（0.0051）

0.51
（0.0517）

0.38
（0.1684）

0.41
（0.1320）

0.25
（0.3618）

0.35
（0.2059）

0.49
（0.0664）

中央政府からの
グラント

0.53*
（0.0428）

0.57*
（0.0261）

0.41
（0.1283）

0.47
（0.0786）

0.49
（0.0620）

0.55*
（0.0337）

0.48
（0.0736）

0.53*
（0.0428）

0.52*
（0.0462）

0.67*
（0.0065）

0.63*
（0.0115）

0.69*
（0.0045）

0.77*
（0.0008）

0.75*
（0.0013）

0.85*
（＜0.0001）

0.75*
（0.0012）

0.77*
（0.0008）

0.93*
（0.0001）

0.69*
（0.0048）

経常会計歳入

0.76*
（0.0009）

0.59*
（0.0208）

0.65*
（0.0092）

0.52*
（0.0480）

0.51
（0.0537）

0.85*
（＜0.0001）

0.80*
（0.0003）

0.83*
（0.0002）

0.81*
（0.0002）

0.88*
（＜0.0001）

0.84*
（0.0001）

0.83*
（0.0001）

0.87*
（＜0.0001）

0.84*
（＜0.0001）

0.74*
（0.0016）

0.75*
（0.012）

0.69*
（0.0042）

0.84*
（＜0.0001）

0.86*
（＜0.0001）

中央政府からの
ローン・前借り

0.44
（0.0983）

0.17
（0.5413）

0.01
（0.9597）
－0.07
（0.8003）
－0.09
（0.7613）

0.17
（0.5499）
－0.19
（0.4948）

0.37
（0.1728）

0.23
（0.4126）

0.22
（0.4277）

0.13
（0.6387）

0.12
（0.6757）

0.27
（0.3278）

0.04
（0.8894）

0.21
（0.4510）

0.42
（0.1212）

0.03
（0.9095）

0.19
（0.4910）
－0.12
（0.6664）

総歳入

0.69*
（0.0045）

0.75*
（0.0014）

0.68*
（0.0058）

0.43
（0.1110）

0.36
（0.1819）

0.84*
（＜0.0001）

0.75*
（0.0013）

0.88*
（＜0.0001）

0.88*
（＜0.0001）

0.84*
（＜0.0001）

0.73*
（0.0022）

0.70*
（0.0039）

0.48
（0.0687）

0.80*
（0.0003）

0.58*
（0.0228）

0.67*
（0.0061）

0.65*
（0.0121）

0.84*
（0.0001）

0.68*
（0.0054）
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がプラスかマイナスかで実質１人当たり支出ト

レンドの転換方向がわかる。すなわち，プラス

なら過去の支出トレンドから上方への転換，マ

イナスなら過去の支出トレンドから下方への転

換を示す。推計の結果，経済改革開始以前に支

出トレンドが下向いたのは，社会サービスで12

州，教育で６州，保健で10州に及び，経済改革

開始後に下方にトレンド転換した州はビハール

州の保健（経済改革開始年の1991/92年）を除く

とひとつもなかった。ただし，この研究は経済

改革開始後1990年代中盤までの支出しか分析し

ておらず，経済改革の短期的な影響を推察する

にとどまっている。

そこで本稿では，1980/81年から99/2000年ま

で20年間の主要15州および全州政府合計の実質

１人当たり支出の推移を見ることで，91年以降

のより長期的な経済改革の影響を検討する。経

済改革開始以降，各州の SDP 成長率および１

人当たり SDP 成長率の州間格差が広がってお

り［Ahluwalia 2000］，人口増加率も州により差

があるので，実質１人当たり支出を検討するこ

とは重要であろう（注37）。さらに，以下の推計に

より支出の転換点を明らかにすることで，各州

別の支出増減の要因分析を深めることができよ

う。

推計は，上記の Prabhu and Sarker （2001） 

の実質１人当たり支出のトレンド（係数ダミ

ー）に，支出レベル全体の転換を示す定数項ダ

ミーを加える。また，経済改革以前の支出転換

に加えて，経済改革開始後にもトレンドまたは

レベルの転換が存在するという仮定をもとに，

実質１人当たり支出の変化を次式により OLS

で推計する。

ln Yt ＝α＋β1t ＋β2D1＋β3 （t－t*）D1＋β4 

D2＋β5（t－t**）D2＋ ut （2）

ここにおいて，

Yt＝ t 年における実質１人当たり支出（1980/ 

　　　 81年価格）

t* ＝支出のトレンドまたはレベルの転換が見

　　　られた会計年度

t** ＝２度目に支出トレンドまたはレベルの

　　　転換が見られた会計年度

D1＝最初の転換年度までのダミー（t* 年以降

　　　 を１，それ以前を０）

D2＝２度目の転換年度までのダミー（t** 年以

　　　 降を１，それ以前を０）

ut ＝誤差項

β2とβ4は支出レベルの効果を表わすパラメ

ータ，β3とβ5は支出トレンドの効果を示すパ

ラメータである。β2からβ5までの各パラメー

タの係数が統計的に有意であった場合にはプラ

スまたはマイナスの符号によってトレンドおよ

びレベル転換の方向を見る。支出の転換点は，

実質１人当たり支出をグラフ化しておおよその

見当をつけ，R2が最大になるか，あるいは統計

的に有意な各パラメータの t 値が最大となる会

計年度を選ぶ。本モデルでは，経済改革以前に

支出トレンドまたはレベルが低下し，経済改革

以後にさらに下降した場合には転換年が明確に

表われない可能性があると懸念されよう。だが，

グラフを目視する限り経済改革前に支出が低下

し，改革後にさらに支出が下降した可能性もあ

ると思われる州は TN 州の社会サービスだけで

あり，それも筆者の推計では R2やβ2からβ5の

t 値が最大になることはなかった。以上の推計

結果を表３，４，５で示した。 

全州合計では，社会サービスと教育の支出レ

ベルが，経済改革開始年の1991/92年に低下し
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表３　各州社会サービスの実質１人当たり支出の評価

（出所）筆者作成
（注）＃はAR1による推計。***，**，*  はそれぞれ１％，５％，10％で有意。かっこ内はｔ値。D，U，Nは下方
　 　（Downward），上方（Upward），有意な年度なし（Not Significant Shifts）を表わす。☆のみレベルの転換
　　 を示す。

 AP 　　4.52*** 　　0.06*　 　　0.24*** 　－0.07*　 0.96 2.16 1983/84 D 20 レベルはU

  　（62.17） 　　（1.9）　 　　（3.09） （－2.02）

  　　－　 　　－　 　　0.01　 　　0.09*** － － 1994/95 U － －

    　　（0.26） 　　（7.32）

 AS 　　4.31*** 　　0.09*** 　－0.03　 　－0.07*** 0.93 2.24 1986/87 D 19 －

   　（75.79） 　　（5.87） （－0.42） （－4.65）

 BH 　　4.16*** 　　0.03*** 　　0.05　 　－0.05*** 0.73 1.71 1990/91 D 19 －

  　（75.43） 　　（3.8）　 　　（0.68） （－3.39）      

 GJ 　　4.68*** 　　0.07*** 　－0.09*　 　－0.06*** 0.96 2.91 1988/89 D 17 レベルもD 

  （145.54） 　（10.71） （－2.1）　 （－7.1）　

 HY 　　4.66*** 　　0.07*** 　－0.01　 　－0.05*** 0.88 1.60 1988/89 D 20 －

   　（66.93） 　　（4.87） （－0.16） （－3.08）      

 KA# 　　2.23　 　　0.25**  　－0.03　 　－0.16**  0.97 2.96 1987/88 D 19 －

  　（1.07） 　　（2.53） （－0.43） （－2.83）

 KE 　　5.01*** 　－0.01　 　　0.19**  　　0.03　 0.81 1.93 1985/86 　U☆ 19 －

  　（73.13） （－0.61） 　　（2.48） 　　（1.26）

 MP 　　4.27*** 　　0.06*** 　－0.15*** 　－0.03*** 0.97 1.48 1989/90 D 19 レベルもD

  （146.58） 　（12.14） （－3.92） （－4.28）

 MH 　　－　 　　－　 　　－　 　　－　 － － 1980/81 N － －

 OR 　　－　 　　－　 　　－　 　　－　 － － 1980/81 N － －

 PJ 　　4.88*** 　　0.05*** 　　0.13　 　－0.12*** 0.87  2.34 1988/89 D 20 －

  　（74.4）　 　　（4.19） 　　（1.5）　 （－5.14）

  　　－　 　　－　 　－0.003　 　　0.18*** － － 1994/95 U － －

    （－0.03） 　　（6.27）      

 RJ 　　－　 　　－　 　　－　 　　－　 － － 1980/81 N － －

 TN 　　4.49*** 　　0.10*** 　－0.05　 　－0.06**  0.95 1.30 1985/86 D 20 －

   　（64.21） 　　（4.65） （－0.67） （－2.78）      

 UP 　　4.12*** 　　0.05*** 　　0.03　 　－0.09**  0.96 1.67 1990/91 D 20 －

  （131.1）　 　（10.54） 　　（0.61） （－2.81）

  　　－　 　　－　 　－0.06　 　　0.09**  － － 1993/94 U － －

    （－0.80） 　　（2.62）

 WB 　　4.63*** 　　0.03*** 　　0.02　 　　0.14*** 0.92 2.74 1997/98 U 21 －

  （113.03） 　　（6.68） 　　（0.27） 　　（3.81）

 All States 　　5.66　 　　0.05　 　－0.21*　 　－0.01　 0.79 2.05 1991/92 　D☆ 20 －

  　（77.77） 　　（4.78） （－2.11） （－0.36）

α州 β1 R2 D－W
β2（下段は
β4 ）

β3（下段は
β5 ）

トレンド
転換年

トレンド
転換の方向

サンプ
ル数

備考
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表４　各州実質１人当たり教育支出の評価

（出所）筆者作成
（注）表３に同じ。

 AP 　　3.82*** 　0.5***　 　　0.03　 　－0.08*** 0.90 1.55 1989/90 D 20 －

  　（85.53） 　（6.23） 　　（0.42） （－4.83）

  　　－　 　　－　 　－0.05　 　　0.13*** － － 1995/96 U － －

    （－0.67） 　　（5.4）　

 AS 　　3.78*** 　0.08*** 　－0.15*　 　－0.03*　 0.92 2.65 1987/88 D 19 レベルもD

  　（56.58） 　（5.17） （－1.92） （－2.01）

 BH 　　3.43*** 　0.06*** 　－0.03　 　－0.05**  0.72 1.42 1990/91 D 19 －

  　（37.47） 　（3.81） （－0.26） （－2.21）

 GJ 　　3.81*** 　0.10**  　　0.03　 　－0.08*　 0.82 1.99 1988/89 D 20 －

  　（28.1）　 　（0.10） 　　（0.21） （－1.84）      

 HY 　　4.1***　 　0.16*** 　　0.03　 　－0.03*** 0.99 1.47 1988/89 D 18 －

  （140.96） （27.86） 　　（0.73） （－4.39）

 KA 　　3.8***　 　0.05*** 　　0.08*　 　－0.02**  0.98 1.23 1987/88 D 20 レベルはU

  （103.28） 　（6.65） 　　（1.92） （－2.41）

 KE 　　4.38*** 　0.03*** 　　0.04　 　－0.05**  0.84 1.98 1994/95 D 19 －

  （124.43） 　（6.54） 　　（0.61） （－2.37）

 MP 　　3.49*** 　0.05*** 　－0.03　 　－0.03*** 0.97 1.72 1990/91 D 19 －

  （110.95） （10.43） （－0.68） （－3.54）

 MH 　　4.02*** 　0.06*** 　－0.01　 　－0.03*** 0.98 1.65 1989/90 D 18 －

  （150.59） （13.09） （－0.37） （－3.77）

 OR 　　3.56*** 　0.06*** 　　0.05　 　－0.06*** 0.98 1.41 1989/90 D 20 －

  　（99.05） （10.05） 　　（0.94） （－4.73）

  　　－　 　　－　 　　0.01　 　　0.10*** － － 1995/96 U － －

    　　（0.22） 　　（5.18）

 PJ 　　4.34*** 　0.04*** 　　0.16*** 　－0.09*** 0.95 2.23 1989/90 D 20 レベルはU

  （124.14） 　（5.67） 　　（3.16） （－5.75）

  　　－　 　　－　 　　0.04*** 　　0.15*** － － 1994/95 U － レベルもU

       　　（0.6）　 　（8.04）      

 RJ 　　3.70*** 　0.07*** 　－0.08　 　－0.02**  0.97 1.71 1990/91 D 20 －

  　（96.59） （11.15） （－1.68） （－2.67）

 TN 　　－　 　　－　 　　－　 　　－　 － － 1980/81 N － －

          

 UP 　　3.42*** 　0.06*** 　　0.21*** 　－0.09*** 0.93 1.96 1989/90 D 20 レベルはU

  　（69.85） 　（6.97） 　　（3.39） （－8.01）

 WB 　　3.86*** 　0.05*** 　　0.11*** 　－0.04**  0.93 2.25 1990/91 D 18 レベルはU

  　（81.28） 　（6.1）　 　　（1.65） （－2.78）

 All States 　　4.92*** 　0.06*** 　－0.21*　 　－0.01　 0.83 2.21 1991/92 　D☆ 20 －

  　（63.64） 　（5.24） （－1.99） （－0.65）

α州 β1 R2 D－W
β2（下段は
β4 ）

β3（下段は
β5 ）

トレンド
転換年

トレンド
転換の方向

サンプ
ル数

備考
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表５　各州実質１人当たり保健支出の評価

（出所）筆者作成
（注）表３に同じ。

 AP 　　3.10*** 0.06*** － 0.03　 － 0.06*** 0.90  2.15  1987/88 D 20 －
  　（54.27） （4.35） （－0.47） （－3.93）
  　　－ 　　　　　－　 0.04　 0.11*** － － 1995/96 U － －
    （0.55） （4.62）      
 AS 　　2.90*** 0.07*** － 0.24*　 － 0.09*** 0.67  2.68  1991/92 D 19 レベルもD
  　（30.18） （5.19） （－1.80） （－3.48）      
 BH 　　2.62 0.04　 － 0.26*　 0.03　 0.58 1.48 1994/95 　D☆ 21 －
  　（28.91） （3.43） （－0.14） （0.03）
 GJ 　　3.18*** 0.07**  0.12　 － 0.06*　 0.67 1.80 1986/87 D 20 －
  　（26.33） （2.37） （－0.29） （－1.84）
 　HY# 　　3.37*** 0.09*** 0.05　 － 0.14*** 0.93 2.09 1984/85 D 19 －
  　（43.46） （3.22） （1.41） （－4.94）
  　　－ 　　　　　－　 0.15**  0.11*** － － 1991/92 U － レベルもU
    （2.91） （10.75）      
 KA 　　2.86*** 0.10*** － 0.16*　 － 0.08*** 0.95 1.55 1987/88 D 20 －
  　（46.26） （7.00） （－2.05） （－4.48）
  　　－ 　　　　　－　 0.04　 0.11*** － － 1996/97 U － －
    （0.50） （3.23）
 KE 　　3.48*** 0.02**  0.02　 － 0.04*** 0.45 1.47 1990/91 D 19 －
  　（69.6） （2.39） （0.33） （－2.89）
 KE経常会計 　　3.31*** － 0.03　 － 0.16　 0.15**  0.89 2.45 1983/84 U 19 －
  　（23.21） （－0.53） （－1.02） － 2.2　
  　　－ 　　　　　－　 － 0.2*　 － 0.08*** － － 1990/91 D － レベルもD
    （－2.00） （－4.95）
 KE資本会計 　　2.17*** － 0.05　 0.86**  － 0.30**  0.95 2.14 1983/84 D 19 レベルはU
  　（6.21） （－0.31） （2.28） （－1.84）
  　　－ 　　　　　－　 0.22　 0.40*** － － 1991/92 U － －
    （0.93） （8.05）
 MP 　　3.08*** 0.06*** － 0.15**  － 0.05*** 0.74 1.81 1988/89 D 18 －
  　（58.16） （5.34） （－2.27） （－4.22）
 MH 　　3.26*** 0.11*** － 0.03　 － 0.14*** 0.88 2.62 1985/86 D 20 －
  　（34.3） （3.84） （－0.28） （－4.46）
  　　－ 　　　　　－　 0.02　 0.16*** － － 1994/95 U － －
    （0.21） （6.32）
 OR 　　3.08*** 0.04*** － 0.06　 － 0.04*** 0.90 2.24 1988/89 D 20 －
  　（68.53） （4.67） （－1.04） （－3.04）
  　　－ 　　　　　－　 0.05　 0.09*** － － 1996/97 U － －
    （0.79） （3.26）
 PJ 　　3.38 0.05　 0.15*　 － 0.51**  0.91 2.50 1985/86 D 20 レベルはU
  　（51.68） （2.59） （2.03） （－2.40）
  　　－ 　　　　　－　 － 0.18**  0.08*** － － 1994/95 U － レベルはD
    （－2.74） （4.80）
 RJ 　　3.52*** 0.07*** － 0.14**  － 0.03**  0.95 1.27 1988/89 D 20 レベルもD
  　（77.57） （7.34） （－2.46） （－2.61）
 TN 　　2.97*** 0.19*** － 0.16　 － 0.17*** 0.87 1.77 1983/84 D 20 －
  　（24.2） （3.41） （－1.22） （－3.01）
 UP 　　2.69*** 0.07*** － 0.05　 － 0.08*** 0.74 2.08 1990/91 D 20 －
  　（37.37） （5.65） （－0.52） （－5.00）
 WB 　　3.23*** 0.02*** 0.07　 0.17*** 0.96 2.44 1997/98 U 21 －
  （122.59） （7.11） （1.41） （7.17）
 All States# 　　4.19*** 0.09*** － 0.28*** － 0.07*** 0.79 2.77 1987/88 D 20 レベルもD
  　（53.1） （5.11） （－2.99） （－3.61）

α州 β1 R2 D－W
β2（下段は
β4 ）

β3（下段は
β5 ）

トレンド
転換年

トレンド
転換の方向

サンプ
ル数

備考
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ていることから，経済改革が州政府の社会サー

ビスと教育支出に負の影響を与えたように見え

る。だが，この結果は各州の状況を説明してい

るとは言い難い。社会サービス支出で10州，教

育支出で13州，保健支出で12州が，経済改革以

前にトレンドまたはレベルが統計的に有意に下

表６　各州実質１人当たり経済サービス支出の評価

（出所）筆者作成
（注）表３に同じ。

 AP 4.69*** 0.03*** 0.02　 － 0.08*** 0.83 1.55 1994/95 D 19 －

  （110.66） （6.80） （0.28） （－3.4）　

 AS 4.41*** 0.04*** － 0.09　 － 0.09*** 0.78 2.62 1991/92 D 19 －

  （96.66） （6.09） （－1.37） （－6.68）

 BH 4.24*** 0.02*** － 0.12　 － 0.18*** 0.87 1.41 1993/94 D 18 －

  （83.66） （3.12） （－1.46） （－6.50）

 GJ 4.86*** 0.05*** － 0.2***　 0.06**  0.94 2.00 1994/95 U 19 レベルはD

  （124.6）　 （10.82） （－2.95） （2.49）

 HY 5.34*** 0.01　 － 0.09　 0.08** 0.57 2.43 1995/96 U 20 －

  （102.73） （1.45） （－1.00） （2.68）

 KA 4.75*** 0.03*** － 0.18**  0.07**  0.95 2.73 1987/88 U 20 －

  （103.90） （3.24） （－2.72） （2.69）

  　　　　　　－　 　　　　－　 0.02　 － 0.10**  － － 1991/92 D － －

    （0.20） （－4.04）

 KE 4.48*** 0.01　 0.15　 0.04**  0.84 2.28 1991/92 U 19 －

  （70.24） （0.80） （1.62） （2.40）

 MP 　　　　　－　 　　　　－　 　　　　－　 　　　　－　 － － 1980/81 N － －

          

 MH 4.95*** 0.05*** － 0.17**  0.01　 0.91 2.24 1991/92 　D☆ 19 －

  （93.20） （6.62） （－2.29） （0.35）

 OR 4.95*** － 0.12**  0.24*　 0.18*** 0.79 2.10 1983/84 U 20 －

  （40.82） （－2.19） （1.81） （3.13）

  　　　　　　－　 　　　　－　 － 0.05　 － 0.08*** － － 1990/91 D － －

    （－0.63） （－4.57）

 PJ 4.79*** 0.09　 － 0.67**  0.06*　 0.61 2.21 1986/87 U 20 レベルはD

  （21.78） （1.56） （－2.36） （0.67）

   　　　　　－　 　　　　－　 0.04　 － 0.16　 － － 1991/92 D － －

    （0.15） （－2.02）

 RJ 4.59*** 0.03**  0.18　 － 0.06**  0.65 1.32 1991/92 D 20 －

  （53.44） （2.51） （1.58） （－2.69）

 TN 4.56*** 0.03**  0.45*** － 0.08*** 0.82 1.60 1991/92 D 20 レベルはU

  （53.60） （2.51） （3.91） （－3.80）

 UP 4.42*** 0.04*** － 0.08　 － 0.10*** 0.79 2.72 1990/91 D 19 －

  （79.37） （4.21） （－1.03） （－7.01）

 WB 　　　　　－　 　　　　－　 　　　　－　 　　　　－　 － － 1980/81 N － －

          

All States 5.74*** 0.04*** 0.00　 － 0.04*** 0.95 1.82 1991/92 D 20 －

  （266.22） （11.34） （0.01） （－6.77）

α州 β1 R2 D－W
β2（下段は
β4 ）

β3（下段は
β5 ）

トレンド
転換年

トレンド
転換の方向

サンプ
ル数

備考
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方に転換している。すなわち，社会サービスの

実質１人当たりの支出トレンドおよびレベルは，

ほとんどの州で経済改革以前に下向いており，

経済改革開始後もその傾向を継続しているに過

ぎない。

各州の実質１人当たり社会サービス支出のト

レンドまたはレベルの下方転換は，経済改革開

始以前からの傾向であり，経済改革開始後の歳

出削減に使われたのは，経済サービス（⑴農

業・農業関連，⑵農村開発，⑶特別地域プログラム，

⑷大中規模潅漑 ・ 洪水防止，⑸エネルギー，⑹工

業・天然資源，⑺運輸，⑻通信，⑼科学技術・環境，

⑽その他，の10項目）であることを，⑵式での

推計により確認してみよう（表６）。全州合計

では1991/92年にトレンドが下方に転換し，ま

た統計的に有意な転換年の存在した13州のうち，

８州でも経済改革開始年（91年）以降にトレン

ドまたはレベルが下向きに転換している（経済

改革開始直前の90/91年を含めると10州）。一方，

1980年代には経済サービスより社会サービスに

予算を優先的に配分していたケララ州では，経

済サービス支出が経済改革開始後に過去のトレ

ンドから上向きに転換している。だがそれ以外

の多くの州では，社会サービス支出を1980年代

中盤から抑制して，経済サービス支出を経済改

革の開始まで維持していたことがわかる。

各州が1980年代中盤に集中して社会サービス

支出を抑制し始めた要因としては以下の３点が

考えられる。第１に，中央銀行であるインド準

備銀行（Reserve Bank of India：RBI）が州政府

に対する当座借り越し規則（Overdraft Regula-

tion）を1985年に強化したことが挙げられよう。

超過振り出しが連続７営業日以上（93年以降は

10営業日以上）続くと，RBI から州政府への資

金の流れが直ちに止まるようになった。これ以

降，各州は歳出抑制の必要に迫られたと見られ

る。

第２に，債務利払い負担の増大に加え，第４

次中央公務員給与委員会勧告により中央政府の

公務員給与や年金の引き上げが勧告され，1986

年から多くの州政府でも同様の措置を講じざる

をえなくなったことが挙げられる。その結果，

各州政府では非開発支出が伸び，開発支出を削

る必要性に迫られたのである。すでに州政府財

政の項で示したように1980年代中盤以降，多く

の州で開発支出に漸減傾向が見られるが，具体

的には社会サービスで調整していたと思量され

る。

以上のような歳出面での要因のほかに第３に，

中央政府から州政府への財政移転の低下が州政

府の社会サービス支出抑制の原因となった可能

性がある。1980年代中盤以降，中央政府財政の

悪化などから財政移転が漸減している。なかで

も Prabhu and Sarker（2001）は，各州政府の

コントロールできない歳入への依存指数（Basic 

Resource Gap：BRG3）の増加と，実質１人当た

り社会サービス支出の下方へのトレンド転換が

極めて近い年に起きていることを指摘している

（注38）。BRG3は，中央政府や RBI による裁量的

財政移転である，⑴中央政府への陳情，あるい

は有力政治家の手腕が発揮される余地のある用

途を限定された支出，つまり主に州政府の計画

事業，中央補助事業，中央部門事業のための中

央政府からのグラント，⑵⑴と同様で中央政府

からの貸付と前借り（Loans and Advances from 

the Centre），⑶市場からの借入，⑷一時的な現

金埋め合わせのための歳入補填借入（Way and 

Means Advances），でファイナンスされる（注39）。
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本稿の実質１人当たり社会サービス支出推計の

うち，統計的に有意に下向きに転換した10州す

べての下方転換年が BRG3の増加した年か，そ

の前年と一致した。このことから，各州政府は

中央政府により法定的・規則的に配分される歳

入などが低下した年度，あるいはその翌年度に

社会サービス支出を削減し，中央政府からの裁

量的財政移転や市場借入などで穴埋めしている

ことがわかる。これは，すでに前節で指摘した

1980年代中盤から後半以降の各州財政悪化のな

かで，歳入が社会サービス支出を規定する重要

な要因となったこととも合致しよう。

さて，1990年代全般を分析の対象とした本稿

と Prabhu and Sarker （2001）の分析結果との

主な違いは，第１にケララ州の評価である。彼

らはケララ州の社会サービスと教育支出は経済

改革開始後に上方へのトレンド転換が見られた

と結論しているが，分析の対象が支出増加直後

の1990年代中盤までであった。本稿は，1990年

代後半までの経常会計に資本会計を加えた総支

出を対象とし，なおかつ推計式に定数項ダミー

を加えて分析したので，異なる評価になったと

思われる。第２に，Prabhu and Sarker （2001）

の分析では，ケララ州の社会サービスと教育，

およびビハール州の保健（1991/92年に下方に転

換）を除いて各州政府支出のトレンド転換はす

べて経済改革開始以前に見られたと指摘されて

いるが，本稿の分析では経済改革開始後に支出

のトレンドまたはレベルが下向いた州と上向い

た州がいくつかあった（注40）。

下向いた州は３つある。まずケララ州の教育

支出である。1980年代のケララ州の社会サービ

スに対する高い政治的コミットメントは，対

SDP 比の保健経常会計支出の低下を同資本会

計支出で補っていることにも表われていた（図

３）。同州の保健支出のうち資本会計のみを⑵

式で推計すると，1983/84年に支出レベルが統

計的に有意に上方に転換している。これを経常

＋資本支出と比較すると，1980年代には経常支

出の停滞を，資本支出で大幅に補填することで

90/91年まで支出を維持していたことが裏づけ

られる（図３，表５）。つまり，同州では教育に

比べて優先度の低かった保健でも，1980年代に

は財政面での強いコミットメントが見られた。

ところが，経済成長の停滞などから同州では

社会サービスを支えるだけの財政基盤が十分で

なく，経常赤字の深刻化などで1990年代に入る

とすぐに保健支出のトレンドが下向き，最重要

分野とされてきた教育支出のトレンドも経済改

革開始後に下方転換した（注41）。しかも，トレン

ド転換後の支出の伸び率が，保健は－1.1％と

マイナスに転じ，教育は0.6％とほとんど変化

がない。実質１人当たりの社会サービス支出は

1985/86年に自然災害救済のための支出の大幅

増加などによりレベルが上向いているが，その

後99/2000年までの支出伸び率はわずか1.9％に

低迷している。対照的に，経済サービスの実質

１人当たり支出のトレンドは経済改革開始年

（1991/92年）に上方に転換し，それ以降の支出

成長率は4.2％に達している（注42）。

そのほか，保健支出では低所得州のひとつで

あるビハール州のレベル，また本稿では低所得

州に含めなかったが，１人当たり SDP の低い

アッサム州のトレンドも経済改革開始後に下向

いた。これらの州は，1991/92年以降の州別援

助受取額（実行ベース）の最下位３州と一致す

る（表７）。この援助額には，社会サービス以

外の対外援助も含まれており，複数州にまたが
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る場合の各州への配分も明らかではない。だが，

経済改革開始以降に支出トレンドまたはレベル

が上向いた州でも，対外援助が重要な役割を果

たしていることを指摘しておこう。

1990年代中盤以降，徐々に対外援助の中央政

府向けの割合が低下し，いくつか特定の州に対

外援助が集中する傾向が見られる（注43）。その最

も代表的な例が AP 州であり，1999/2000年に

は単独の州としては最大のシェア（14.33％）を

占めている。

AP 州は，社会サービス，教育，保健の実質

１人当たり支出のトレンドがすべて1980年代に

一度落ち込みながら，90年代中盤以降に上向い

ている。これは，1994年12月の州議会選挙で地

元政党テルグ・デーサム党が州政権に就いたこ

とに関係する。同政権下では，禁酒法の実施に

よるアルコール税収の低下など歳入が落ち込む

一方，コメへの補助金など貧困削減政策による

歳出の増大で財政が逼迫した。その上，1996年

にはサイクロンの被害が重なって財政が行き詰

まり，民間投資や世界銀行からの借款に依存す

る政策に活路を見いだした。その結果，世界銀

行の対インド融資の半分が同州に集中している

（注44）。同州の対外援助重点分野には教育，水道

衛生，栄養の社会サービスも含まれており，こ

れらの分野では５件のプロジェクトが実施され

ている。

そのほかの支出が上向いた州も，世界銀行の

重点的支援を受ける UP 州（注45），カルナータカ

州（注46）をはじめ，マハーラーシュトラ州（注47），

西ベンガル州（注48），オリッサ州（注49）など援助額

の上位州が中心となっており，いずれの州にも

共通するのが，世界銀行などの援助開始後に支

出が大きく増加した点である。

興味深いのは，これらの対外援助を積極的に

活用，またそれが呼び水となって州独自のプロ

グラムを開始した州，すなわち州レベルでも社

会サービスへの対外援助の大幅増の効果が見ら

れる州を除くと，対外援助ではなく自らの予算

配分を増大させることで支出トレンドが上向い

たのが高所得州であることであろう。ハリヤー

ナー州とパンジャーブ州は，主に農業生産によ

る高い１人当たり所得を達成し，貧困線以下の

人口も少ない州である。２つの州の社会サービ

ス支出に対する優先度は低く，それは対総歳出

比や対 SDP 比の社会サービスが相対的に低位

で推移したことにも見られた。だが，これらの

州は SDP や１人当たり SDP が高く，人口増加

率も高くないために，実質１人当たり支出では

ケララ州をも上回っており，1990年代中盤以降

にハリヤーナー州の保健，パンジャーブ州の３

つの支出すべてのトレンドが上向きに転換した。

表７　州別援助額（実行ベース，1,000万ルピー）

（出所）Ministry of Finance（2000b）より筆者作成。

州

中央政府
複数州
AP
MH
UP
TN
WB
GJ
KA
OR
RJ
MP
HY
PJ
BH
KE
AS

援助額合計（1991/92～99/2000年）

43,865.26 
9,125.64 
6,546.95 
5,193.71 
4,146.40 
3,680.87 
2,905.88 
2,382.88 
2,189.15 
1,740.87 
1,302.18 
923.27 
815.38 
571.76 
446.46 
439.97 
80.24 
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その要因としては，経常会計で教育と保健に重

点的に予算配分をしている［Joshi, Bhide and 

Sood 2001］ことが挙げられ，対外援助は少ない。

一方でそれが，これらの州，特にパンジャーブ

州の経常赤字悪化原因のひとつと推量される。

以上のような推計結果は，対外援助の各州へ

の配分に関して示唆に富むものである。中央政

府から州政府への財政移転は，中央政府財政の

悪化などから1980年代中盤をピークに貸付がま

ず漸減し，経済改革開始後にはグラントも低下

して，対外援助を含めても全体的に先細りとな

っている。こうしたなかで，対外援助の獲得は

どの州の歳入にも大きな意味を持つ。だが，対

外援助は州政府には直接融資されない仕組みに

なっており，原則的に各州では各援助の契約条

件には関係なく追加的な中央政府事業として実

施される。すなわち，特別カテゴリー州を除く

通常の州には，すべての対州政府援助案件──

借款部分の大きいインフラ案件であっても，ま

たグラントの社会サービス案件であっても──

は，計画委員会による財政移転と同様に中央政

府から70％が貸付，30％がグラントの形で資金

提供される。その結果，しばしば緩やかな融資

条件あるいはグラントでの契約で社会サービス

援助を受ける低所得州にとっては，きわめて不

利な条件となる（注50）。一方，高所得州で見られ

たように，対外援助がほとんどないために州独

自財源を社会サービス支出に配分すると経常赤

字に直面するという，佐藤（1988）の指摘した

中央政府による社会サービス支出の上昇に対す

る制限も存在する。こうした財政移転制度の制

約の下で，各州政府は対外援助を含めた歳入を

確保し，独自の社会政策を打ち出して，それを

貧困層にまで浸透させるという大きな課題を負

っているのである。

お わ り に

本稿を締めくくるにあたって，はじめに掲げ

た「支出の低下（あるいは増加）は経済改革を

契機とするものか」また「そのような支出低下

（あるいは増加）の理由はなにか」についての議

論を要約しておこう。

多くの州政府の実質１人当たり社会サービス

支出の低下は，1991年に始まる経済改革を契機

とするのではなく，むしろそれ以前の80年代中

盤の財政悪化に端を発していた。経済改革開始

後の支出は，1980年代からの下降傾向を継続し

ていたのに過ぎない。

各州では，1980年代中盤から歳入が停滞し，

経済改革開始後に新たな歳入源となった対外援

助が社会サービス支出を左右するようになった。

対外援助の少ない，あるいは援助を使いこなせ

ない州政府の支出は下向き，一方で対外援助を

効果的に活用した州の支出は上向いていた。そ

のため経済改革開始後に実質１人当たり支出の

レベルやトレンドが上向いた州は，州独自の社

会政策を実施するために経常赤字を出してまで

社会サービスに支出を配分するケララ州などの

州ではなく，一部の高所得州を除くと，まず対

外援助を含めた歳入を確保してから，州独自の

社会政策やプログラムを打ち出す州に変化した。

最も深刻なのは，伝統的に低い支出しか維持

してこなかった低所得各州では経済改革以前か

らすでに実質１人当たり支出のトレンドまたは

レベルが下向いており，なかでも対外援助が少

ないこともあってビハール州の保健支出が経済

改革開始後に負の影響を受けたことである。こ
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れらの低所得州では，対外援助流入の効果があ

ってトレンドが上向いた３つの支出（UP 州社

会サービス，オリッサ州教育と保健）を除いて，

支出は上向きに転換しておらず，経済改革開始

後も引き続き高い人口増加率と低い SDP 成長

率という制約のなかで，支出の確保は容易でな

いことが推測できる。

多くの州で支出トレンドあるいはレベルが下

向いた1980年代は，政府による社会サービスの

劣悪化を食い止めることができなかったために，

社会サービスの事実上の民営化，すなわち私立

学校や私立病院の設立が顕著になった時期であ

る。このような民間部門の支出についてはさま

ざまな推計があるものの，公共および民間の支

出を合わせると教育，保健ともにすでに国家政

策の目標値６％に達していると評価される。そ

のことから，公共支出（中央＋州）が教育３％

台，保健１％台後半に滞るなかで，民間部門の

支出は公共支出を上回ると推察できる（注51）。さ

らに，私立病院や私立校の台頭をいわば黙認し

てきた政府が，経済改革開始後には民間部門の

参入を後押しし始めた。しかし，こうした民間

部門の台頭や対外援助の増加は，貧困層や非特

権的な層の社会サービスへのアクセスを自動的

にもたらすものではない。低所得州を中心とす

る各州政府は，経済改革の「果実」である対外

援助を含めた歳入を確保し，独自の社会政策を

打ち出して，その恩恵を貧困層にまで浸透させ

る役割を負っていることに変わりはないのであ

る。

本稿では，紙面の制約から主要な州政府の支

出のみを分析の対象とした。だが，社会サービ

ス支出は，中央政府，州以下の行政機関，台頭

著しい民間部門，一定の役割を果たしつつある

NGO，構造調整プログラムの「鉄則」通り受

益者負担を強いられるようになった家計の支出

も考慮する必要がある。さらに，「はじめに」

で指摘した通り，社会サービスの普及は単に支

出に留まらず，中央や州政府の政策支出を効率

的かつ効果的に使うための末端行政のサービス，

さらには NGO や民間部門の役割などについて

も検討が必要である。それらの点については，

今後の課題としたい。

（注１）本稿で取り上げた以外に支出の低下を指摘

したクロス ・ カントリーの研究としては，Kakwani, 

Makonnen and der Gaag （1990），Stewart （1995）な

どが挙げられる。

（注２）世界銀行 ・ IMF 関係者らの論文として，

Hicks and Kubish （1984））， Hicks （1991），Pradhan 

and Swaroop （1993）などを参照。

（注３）例えば，Michaloupoulos （1987）を参照。

（注４）1990年代の世界銀行の社会サービス融資増

大には，90年の『世界開発報告』（World Develop-

ment Report）で貧困削減戦略のひとつとして社会サ

ービスの提供（他の２つは労働集約的成長とソーシャ

ル・セーフティーネットの確立）が打ち出されたこと

もあると推察できよう。当時のコナブル総裁は，1990

年の万人のための世界教育会議（ジョムティエン会

議）で2000年までに万人のための基礎教育普及が採択

された効果もあって，教育貸付を年15億ドル以上，そ

のうち30～40％を初等教育向けに，また人口・保健・

栄養貸付を年平均８億ドル以上，基礎保健を世銀貸付

全体の約５％にすると公約した。後任のプレストン総

裁もこれらの分野の貸付のさらなる増大を表明するな

どの強いコミットメントが見られる［World Bank 

1992; 1993参照］。なお，「人間の顔をした調整」の出

版された1987年に世界銀行の組織改革が行われ，人的

資源開発局が設置された。さらに1992年には人的資源

開発・業務政策担当の副総裁職が設けられ，社会サー

ビス融資のための組織体制が整えられている。

（注５）そのほか，PRSP に基づき，中期的に財政
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規律を維持しながら予算配分計画を決定する「中期支

出枠組み」（Mid Term Expenditure Framework），

支出のモニタリングを行う「公共支出レビュー」

（Public Expenditure Reviews）や社会サービスを含

む「セクター別の公共支出レビュー」など，CDF や

PRSP と連結する枠組みが導入されている。

（注６）Gupta et al.（2000），Jayarajah, Branson and 

Sen（1996）などを参照。

（注７）Van der Geest （2001）は，構造調整プログ

ラムを４つの世代に区分している。第１世代の1980年

代前半には，財政赤字削減，実質金利引き上げ，為替

レート切り下げなどのマクロ経済の安定政策が採られ

た。第２世代の1980年代中盤以降には，第１世代の安

定政策に加えて，経済成長と能力（capacity）に重点

を置き，生産，資本，労働の各市場の歪みを取り除く

ための経済自由化，後には投資や生産性の上昇に重点

が移行した。第３世代では，ユニセフの「人間の顔を

した調整」で指摘された構造調整の社会的コストへの

対応がなされた。構造調整プログラムによる政府支出

の低下や失業によって生活の質の低下した人々への配

慮として，1990年代に入って，ほとんどの構造調整融

資に何らかのソーシャル・セーフティー・ネット・プ

ログラムを伴うようになった。最後の第４世代では，

構造調整プログラムの内容を中央銀行，大蔵省，国際

機関だけでなく，途上国の人々や組織の参加とパート

ナーシップのもとに策定されるようになった。これは，

援助機関，被援助国の国家，NGO，民間部門などの

参加によって作成する PRSP のことを指す。

（注８）India Today 30 April, 1996および23 Febru-

ary, 1998の連邦下院選挙の世論調査を参照。

（注９）本稿で分析する15州でインド全体の人口の

96％，面積の86％を占める（1991年センサスより算出）。

（注10）社会サービス全体の支出分析のほかに，教

育と保健ではそれぞれの分野の支出に関する研究があ

る。教育は World Bank （1997b），Swaminathan and 

Rawal （1999），Shariff and Gosh （2000），Tilak （2002），

保健は Duggal, Nandraj and Vadair （1995a; 1995b），

World Bank （1995），Prabhu （1999）など。いずれの

研究も1990年代前半あるいは中盤までを分析対象とし

ており，中央あるいは州政府の支出は経済改革開始後

に低下したと結論している。

（注11）UNDP （1991）参照。

（注12）経済改革開始後の教育援助の影響について

は，Tilak（2000; 2002）などがある。

（注13）第11次財政委員会（2000年７月勧告）での

各州への配分は，州人口10％，１人当たりグロス

SDP の最も高い３州を基準とした各州１人当たりグ

ロス SDP との偏差（Distance）62.5％，人口密度7.5％，

インフラ指数7.5％，徴税努力5％，財政規律7.5％のウ

エイトづけに基づく。ただし，きわめて異例のことだ

が同委員会は2000年12月に経済実績重視の財政移転を

盛り込んだ第二次報告書を提出した。

（注14）行政サービス向上のためのグラントは，特

に後進州への移転を重点的に行う。例えば，第１次財

政委員会（1952年12月勧告）は，就学率の低い州に対

する初等教育拡大のための特別なグラントを勧告した。

第６次財政委員会（1973年10月勧告）以降は，行政お

よび社会サービスの州間格差を縮小するために，この

グラントが積極的に使われている。

（注15）国家計画委員会による第８次５カ年計画

（1992～97年）の際の特別カテゴリー州以外の州への

配分は，1971年の人口60％，１人当たり所得25％，財

政パフォーマンス7.5％，特別な問題7.5％のウエイト

づけに基づく。これは，特別カテゴリー州を除き，貸

付70％，グラント30％の割合で移転される。特別カテ

ゴリー州については，注（26）を参照。

（注16）例えば，共同管轄リストに含まれるにもか

かわらず，ほぼ100％中央政府補助金により各州に配

分される家族福祉（主に家族計画と母子保健）といっ

た支出項目も存在する。

（注17）Ministry  of  Finance,  Indian  Public  Fi-

nance Statistics 各年版より算出。

（注18）CMIE （2001），RBI, Finances of State Gov-

ernments 各年版より算出。

（注19）ただし，中央政府の支出増加を指摘した先

行研究は，いずれも社会サービス支出に農村開発支出

を加えている。なお，中央政府の計画支出統計

（Central Plan Outlay）によると社会サービスとは，

⑴一般教育，⑵技術教育，⑶スポーツと青年向けサー

ビス，⑷文化と芸術，⑸医療と公衆衛生，⑹家族福祉，
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⑺水道衛生，⑻住宅，⑼都市開発，⑽指定カースト・

指定部族・その他の後進階級への福祉，⑾労働・雇用，

⑿社会保障・福祉，⒀情報・広報，⒁放送，⒂栄養，

⒃自然災害による被害の救済，⒄その他の社会サービ

ス，⒅事務局（Secretariat），である。

（注20）1990/91年以降の世界銀行の対インド社会サ

ービス融資は，96.6％が融資条件の緩やかな IDA に

よるものである（Ministry of Finance より入手した

資料から算出）。

（注21）Guhan（1995）の Table 10参照。南アジア

各国との比較では，パキスタン6.9％，バングラデシ

ュ14.0％，スリランカ7.2％で，経済改革開始以前のイ

ンドでは社会サービス・プロジェクトの融資額は極め

て少なく，人口，職業訓練，工学教育などの分野に限

られていることがわかる。

（注22）インドは1990～98年の間，保健分野におけ

る世界銀行の最大の被援助国であった［Gupta and 

Gumber 2002］。

（注23）Ministry of Finance の Expenditure Bud-

get, Vol. 2と Ministry of Finance より入手した社会サ

ービス分野の援助に関する資料より算出。

（注24）この勧告は，公務員の基本給引き上げだけ

でなく，10年で定員の３割削減，定年60歳化，空席の

35万ポストの廃止，契約雇用の増加，年金基金の金利

引き上げ，税金控除引き上げなども含まれている。

（注25）各州の純１人当たり SDP は，Ministry of 

Finance （2000a: S3）を基にした。

（注26）特別カテゴリー州は，地理的に国境周辺に

位置し，経済的に開発後進地域であるだけでなく，政

治的に分離主義的な傾向を持つために中央政府からの

財政移転で優遇されている。例えば，特別カテゴリー

州への計画委員会による移転は90％がグラント，10％

が貸付となっている。

（注27）RBI（2001）より算出。

（注28）Rao （2002）によると，高所得州でありなが

ら経常赤字および財政赤字が悪化しているパンジャー

ブ州を除くと，主要13州の１人当たり SDP と経常赤

字の相関係数は－0.438，同様に財政赤字との相関係

数は－0.446である。

（注29）第５次中央公務員給与委員会勧告は，州政

府レベルの給与改定にも大きな影響を与えた。州政府

の場合，公企業，州以下の行政機関，政府関連機関な

ども対象となるため公務員の数が多い。さらに州によ

っては俸給表が中央政府よりも高く設定されている。

そのためこの給与 ・ 年金改定は，「経常歳入の４分の

３から３分の２が給与と年金支出に当てられた州もあ

る」［Finance Commission 2001, 9］ほどの影響を各

州財政に与えたとされる。

（注30）Srinivastava and Sen （1997）の分類による

「価値財」は，外部性の高さが基準となっている。

（注31）マンモハン ・ シン蔵相の予算演説を参照。

例えば，「今年度予算から開始するマクロ経済調整は，

人間の顔が必要である。調整が貧困層に及ぼす負担を

最小限にしなければならない」，「社会セクターへの資

源配分は人的資源開発の最も重要なものである」

［Government of India 1991］，「政府は，マクロ経済

の安定と経済再建の負担を貧困層，特に農村部の貧困

層に及ぼさないよう保護するという特別の責任を深く

認識している」［Government of India 1992］，「すで

に申し上げたように，改革戦略は貧困層の生活の質を

改善することを最優先とする」［Government of India 

1996］など。

（注32）各州純 SDP は要素費用表示の数値しか入手

できなかったため，第Ⅱ節２と３の分析では全州政府

支出に対する GDP は要素費用表示を用いた。

（注33）Prabhu （1999a）は，1988/89～90/91年に

おける社会サービス支出の95％以上が経常会計支出で

あると指摘している。

（注34）ただし，資本会計支出の州政府貸付（Loans 

and Advances by State Government）に含まれる社

会サービス支出（⑴住宅，⑵公務員住宅，⑶その他）

は含んでいない。経済サービス支出も同様に州政府貸

付は含んでいない。

（注35）Shariff and Ghosh （2000）は，各州の１人

当たり SDP と対 SDP 比教育支出の相関係数を，－

0.19（1980/81年），－0.36（85/86年），－0.49（90/91

年），－0.51（95/96年）と推計している（ただしいず

れも統計的には有意でない）。

（注36）Prabhu and Iyer （2001）も，主要15州の

1991/92年から94/95年までの各州の対 SDP 比の税収
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と社会サービス支出の順位相関が高いことを指摘して

いる。

（注37）2000年の Sample Registration System 調査

における，人口自然増加率は，全インド17.3％に対し，

ビハール州23.1％，MP 州21.0％，ラージャスターン

州22.8％，UP 州22.5％で，15州のワースト４となって

いる。対照的にケララ州の同値は11.5％であった

［Registrar General 2001］。

（注38）Pattnaik et al. （1994）によれば，BRG3は

次のように算出される。BRG3＝（経常会計歳出＋資

本会計歳出）－｛（州税収＋州非税収＋連邦税分与＋

中央政府からの法定的財政移転）＋（国内借入金－市

場借入）＋（年金基金＋基金積立金および預金＋その

他の資本収入）｝

（注39）ただし，市場借入は年間の借入総額のなか

に各州政府への割り当てがあり，また歳入補填借入も

中央銀行により上限額が設定されている。

（注40）第５次中央公務員給与委員会勧告の影響で，

州政府でも公務員給与の引き上げが実施された点は，

各州に共通する支出増加の要因として考えられる。と

くに，学校や病院で多くの職員が働く労働集約的な社

会サービス支出は，対 GDP 比4.9％（1990/91年）か

ら4.6％（98/99年）の低下傾向が給与改定後一転して

５％（99/2000年）まで増加した［Rao 2002］。各州で

は「累積する財政赤字の下で公務員給与と年金が負担

になり，保健や教育といった重要な分野に十分なサー

ビス提供をする余地はない」［Finance Commission 

2001, 9］状況にある。

（注41）ケララ州では，経済サービスを犠牲にした

社会サービス優先政策が，州経済停滞の原因として考

えられてきた。George （1993）は，それこそが同州

政府による社会サービスの削減を容易にしたと指摘し

ている。

（注42）ケララ州の支出成長率は，Boyce （1986）

の Single-Kink Model で OLS により推計した。

（注43）中央政府のシェアは1991/92年に66.76％を

占めていたが，99/2000年には19.20％にまで低下した

［Ministry of Finance 2000b より算出］。州への援助

にあたっては，世界銀行などの援助機関と各州政府と

の政策対話が実施されている。

（注44） http: //www.andhrapradesh.com/apweb-

site/achievements/externallyaidedprojects1. htm

（2002年２月26日アクセス）。

（注45）UP 州の社会サービス支出のトレンドが上

向いたのは，世界銀行の援助によるものであろう。

1994/95年以降，指定カースト・指定部族・その他の

後進階級への福祉支出が急増しており，その内訳を見

ると教育の割合が高く，世界銀行の初等教育への融資

が大きいと見られる［Government of Uttar Pradesh 

1995参照］。こうした被抑圧者層への高い支出を可能

にした背景には，1994年12月以降に州政権についた同

層を支持基盤とする社会主義党や大衆社会党の存在が

大きい。

（注46）カルナータカ州は，1993年に承認された世

界銀行の農村水道衛生プロジェクト（9200万ドル）が

96/97年にようやく州政府で支出を開始し，同年以降

に日本やフランスの水道プロジェクトも実施されるな

ど，96年以降の対外援助の増大が96/97年に支出のト

レンドが上向いた要因であろう。あわせて，州政権党

のジャナター ・ ダルのイニシアティブにより，

1997/98年から年間１億ルピーをつぎこんで農村部の

衛生施設供給プログラムを開始している（2002年８月

４日，N. Sivasailam, Managing Director, Rajiv Gan-

dhi Rural Housing Corporation Limited, Government 

of Karnataka からの電子メールでのご教示による）。

（注47）マハーラーシュトラ州は，1980年代後半以

降に世界銀行から３つの水道衛生プロジェクト融資を

受けている。さらに1995年２月の州議会選挙でシヴ・

セーナーとインド人民党連立政権が誕生すると，2000

年までに州民全員への飲料水の普及を政権のプライオ

リティーのひとつに掲げ，州政府内に水道衛生部を作

り，各県ごとのマスター ・ プランの作成を開始した

［Government of Maharashtra 1996a; 1996b 参照］。

（注48）西ベンガル州の社会サービス支出が1997/98

年に上向きに転換した要因として，世界銀行の州保健

システム開発（1996年承認），アジア開発銀行のコル

カタ市環境改善（1998年承認），イギリス国際開発省

（DFID）の県初等教育プログラム，コルカタ市貧困

削減，リプロダクティブ ・ ヘルス ・ プロジェクト

［DFID 2000参照］などが挙げられる。
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（注49）オリッサ州の教育と保健支出の増加は，世

界銀行による県初等教育プロジェクト（1996/97～

2002/03年），水資源強化プロジェクト（95/96～

2003/04年）の一部として実施された水道衛生や保健

プロジェクト，保健システム開発（98/99～20003/04

年）などの実施が主な要因と考えられる。そのほかに

も，第10次財政委員会による州行政の改善を目的とし

たグラントで，女子教育の促進，初等教育施設の飲料

水，後期初等教育施設の飲料水と女子トイレ建設のた

めの費用が，ほかの低所得州と同様に優先的に供与さ

れた［Finance Commission 1994参照］。あわせて，

1997/98年から各県で農村衛生プログラム，州民皆衛

生キャンペーンなど，州独自の水道衛生プログラムが

実 施 さ れ て い る（http://www.orissagov.com/rd/

sanitation.htm お よ び http:///www.orissagov.com/

rd/rdach.htm（2002年７月15日アクセス）を参照。

（注50）第11次財政委員会報告書では，いくつかの

州から対外援助の財政移転方式に修正の要望が出され

たため，今後各州との対話を行うことが言及されてい

る。

（注51）公共＋民間支出の推計については，教育は

Tilak （1995），保健は Mukhopadhyay （1997），World 

Bank（1995）などを参照。
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付表　各州の略号

略号

AP
AS
BH
GJ
HY
KA
KE
MP
MH
OR
PJ
RJ
TN
UP
WB

州名

アーンドラ・プラデーシュ州
アッサム州
ビハール州
グジャラート州
ハリヤーナー州
カルナータカ州
ケララ州
マディヤ・プラデーシュ州
マハーラーシュトラ州
オリッサ州
パンジャーブ州
ラージャスターン州
タミル・ナードゥ州
ウッタル・プラデーシュ州
西ベンガル州


